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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国 名：カンボジア王国 案件名：租税総局能力強化プロジェクト 

分 野：税務行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発・公共政策部行財政・金

融課 

協力金額（評価時点）：1億8,000万円 

協力期間 （R/D）：2011年9月～2014年9月 先方関係機関：経済財務省租税総局 

（延長）： 日本側協力機関：国税庁 

（F/U）：  

他の関連協力：国税局人材育成プロジェクト（2004～2007） 

国税局人材育成プロジェクト フェーズ2（2007～2010） 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、カンボジア）では、経済成長等を背景に近年税収が増加してきたが、

他の東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国と比較すると、申告納税制度に基づく税務行政が不十

分なうえ、納税者の納税意識の低さも相まって国税の税収割合は低い（対GDPに占める歳入の

割合：カンボジア 10％以下、タイ 16％、ベトナム 14％）。また、世界貿易機関（WTO）への

加盟や、経済統合の進展に合わせ、関税収入の低下が見込まれるなか、商業省が管理している

企業情報の効果的な共有を通じた納税者ベースの拡大、税務調査の強化、啓発やクレーム対応

等の納税者サービスの改善等、税収増加のための行政強化が必要な状況にある。2008年秋には

国税局が租税総局（GDT）に昇格し権限が拡大される一方、7カ所のプノンペン税務署の設置

等を通じて申告納税方式が拡大することに伴い、必ずしも税務調査手法や簿記・会計に係る知

識が十分でない税務署調査官の能力向上等の課題もより浮き彫りになっている。 

GDTは、2004年より実施しているJICA協力案件〔国税局（GDTの前身）人材育成プロジェク

ト フェーズ1、2〕を通じ、セミナーの実施等により税務調査、納税者サービス、簿記会計等

に関する知識の向上を中心とする職員の能力開発に取り組んできた。結果、職員レベルでは、

一般的な技術的知識を向上させることにつながった。しかし、歳入強化を達成するための実務

能力の向上や業務遂行上の行動変革には、現場レベルでの実践的な訓練やオンザジョブ・トレ

ーニング（OJT）、日常のアドバイスを通じた組織能力の強化が不可欠であることが前フェーズ

の教訓として指摘されている。また、GDTは拡大された権限に見合う機能を果たすべく、新し

い業種を中心とした税務調査や納税者サービス、これらを支える内部事務、人事管理を組織的

に強化することが求められている。 

上記の課題にかかるカンボジア政府からわが国への要請を受け、JICAはこれに応えるため、

2011年9月から「租税総局能力強化プロジェクト」（以下、本プロジェクト）を開始した。本プ

ロジェクトは、GDTをカウンターパート（C/P）機関として、2011年9月から2014年9月までの3

年間の予定で実施しており、現在2名の長期専門家（チーフアドバイザー/税務行政 1名、業務

調整/人材育成計画 1名）及び4分野（組織運営・管理、クリティカルシンキング、納税者サー

ビス、税務調査）で短期専門家を派遣している。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標 

申告納税制度に基づく税収が増加する。 
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 （2）プロジェクト目標 

申告納税制度促進を通じてカンボジア租税総局における徴税体制が強化される。 

 

 （3）アウトプット 

1）税務調査に係る組織的な能力が強化される。 

2）納税者サービスが強化される。 

 

 （4）投入（評価時点） 

日本側：総投入額      9,000万円 

長・短期専門家派遣 延べ12名（45.09人月） 

機材供与 約160万1,000円（1万6,339米ドル） 

ローカルコスト負担     研修員受入れ 延べ32名 

カンボジア側： 

C/P配置、プロジェクト事務所提供、ローカルコスト負担、事務所光熱費等 

２．評価調査団の概要 

調 査 者 

 
総 括 ： 天津 邦明（JICA産業開発・公共政策部行財政・金融課 企画役） 

税務行政1 ： 田地野 幹雄（税務大学校研究部国際支援グループ 教授） 

税務行政2 ： 織笠 直美（税務大学校研究部国際支援グループ 教育官） 

I T  調  査 ： 森棟 太郎（税務大学校研究部国際支援グループ 教育官） 

協力企画 ： 高附 翔（JICA産業開発・公共政策部行財政・金融課 ジュニア専門員）

評価分析 ： 小野澤 雅人（ピオニエ・リサーチ） 

調査期間 2013年8月11日～2013年8月28日 調査区分 中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 ３－１－１ アウトプットの達成度 

 アウトプット1：税務調査に係る組織的な能力が強化される。 

タスクフォース/ワーキンググループが定期的に開催され、そのメンバーとその活動内容に

ついて、規則による法的根拠が与えられている。情報収集とその管理に関する手続き・手法

（例：調査対象事業者の選択手続き、情報収集方法、リスク分析手法等）に一定の改善がみ

られるようになった。しかし、GDTの内部規定は、より適切なものに明文化される必要があ

る。 

プロジェクトの活動により、税務調査に関する多くの技術や手法が提供され、定着し始め

ている。また、意識や行動にも変化がみられている。プロジェクト終了に向けて、更なる改

善が期待されている。プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の指標である、税務

職員の知識向上の到達目標を明確化するため、Explanatory Noteの作成を行った（M/MのAnnex 

8）。 

 

 アウトプット2：納税者サービスが強化される。 

これまでGDT本部で2回、各地の税務署において複数回、納税者向けセミナーが実施され

た。しかし、セミナーを全国的に展開するための計画立案・必要経費の確保が不十分である。

予算の制約があることから、プロジェクトは過大な費用を必要としないセミナーの開催方法

を検討している。 

申告用紙の無料配布など、納税者に向き合ったサービスが実施され始めている。これまで、
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20項目の改善が行われ、それぞれ通達等を通じて全庁に周知徹底されつつある。 

 

３－１－２ プロジェクト目標の達成度 

調査団は、プロジェクトのベースラインを確認した。プロジェクトは目標に向かって順調

に進捗している。申告納税登録者のうち実際に申告納税した登録者の比率は41.8％（2011）、

39.9％（2012）と推移し、全納税登録者数に対する申告納税者の比率は、28.6％（2011）、30.6％

（2012）と推移している。 

 

３－１－３ 上位目標の達成度 

歳入額のGDPに占める割合は、4.5％（2011）、5.2％（2012）と推移しており、プロジェク

ト終了後に向け、引き続きすう勢を見守る。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 全体として、プロジェクトは当初の枠組みとスケジュールのとおりに実施されていることが

観察された。 

 

 （1）妥当性：「高い」 

本プロジェクトは、カンボジア政府の公共財政管理改革プログラム（PFMRP）、歳入動

員戦略などの国家計画と整合的である。また、日本の対カンボジア支援の重点のひとつで

ある公共財政管理改革支援に一致している。本プロジェクトが採用するアプローチ（税務

調査の強化、納税者サービスの改善に対する実践的な指導）は、GDTが抱える組織・個人

の能力強化という課題に対し妥当である。以上のことから、本プロジェクトの妥当性は高

い。 

 

 （2）有効性：「着実な前進がみられる」 

本プロジェクトはプロジェクト目標に向かって進捗中である。目標達成のための成果や

兆候が以下のとおり確認された。 

タスクフォース（TF）及び課題ごとのワーキンググループ（WG）が組織され、定期的

に会議が開催されている（アウトプット1の指標1-1）。TFとWGの定期的な開催は、税務調

査のケースブック作成とオンザジョブ・ディスカッション（OJD）での活用、納税者サー

ビスのよくある質問（FAQ）の作成などの活動を通じて、組織的な能力強化のための「知

識の共有のためのプラットフォーム」として機能しつつある。 

情報収集・情報管理に関する内部規定の改善（アウトプット1の指標1-2）については、

調査先の選定や情報収集の手法など、税務調査の際の手順が整理され改善されている。プ

ロジェクト活動を通じて、多くの技術が移転され、職員の行動に良い影響を与えつつある。

ケースブック、FAQの作成を通じての学習プロセスにおける努力の結果として、税務調査

及び納税者サービスに関し、更なる意識・行動変容が期待される。 

納税者のためのセミナーがGDT及び税務署で開催された（アウトプット2の指標2-1）。し

かし、年間計画、財政措置が十分でないことから、母数（全納税者数）に対してセミナー

の開催回数が非常に少ない。 

納税者ニーズへの対応（アウトプット2の指標2-2）は、納税者意識調査と納税者満足度

調査が実施され、納税者のニーズが把握されつつある。その改善として、申告書の無料配

布、Webページの改善、FAQの整備などが挙げられ、計20のcircularとnotificationが発出さ

れた。また、本邦研修や第三国研修などを通じてコールセンターが紹介され、その設置が

検討され始めている。 
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 （3）効率性：「中程度」 

チーフアドバイザーの投入が8カ月遅れたが、活動はその遅れを取り戻しつつある。全

体として適切な質・量・時期に資源が投入されており、日本側/カンボジア側双方の投入/

活動はほぼ当初の計画どおりに実施されている。ただし、一部のC/Pに業務が集中し、通

常業務をこなしながらのプロジェクトへの参加は困難であると指摘された。本プロジェク

トでは、過去の2つの技術協力（フェーズ1、2）の経験と成果を生かして実施されている。

一方で研修講師養成（TOT）の養成や活動に限りがあり、また知識を共有するための組

織的なメカニズムがない。そのため、研修により学んだ知識がGDT内部で共有されていな

い。 

また、GDTによるドナーコーディネーション及び情報共有が効率的に行われていない。

そのため、国税学校（NTS）に対する短期専門家の派遣準備を行っていたが、他ドナーと

支援が重なっていることが直前で判明し、支援を中止するということがあった。 

 

 （4）インパクト：「評価するには時期尚早」 

上位目標については、従来の税収（額）の量的目標は、景気動向など多くの要因に左右さ

れることから、今後は「税収の対GDP比率」及び「単年度で新規に発生した滞納率」を参

照することとなった。 

プロジェクトの指導に基づく、系統だった税務調査の実践を通じて、税務当局のコンプ

ライアンスに対する意識の変化がみられ始めている。また、納税者への接し方、職員の執

務態度や心構えに変化がみられる。 

 

 （5）持続性：「中程度」 

（政策面）PFMRP、歳入動員戦略にも税務行政の強化は明記されており、今後もカンボジ

ア側の税務行政の強化に対する積極的な姿勢は続くものと考えられる。 

（組織面）タスクフォースやワーキンググループのメンバーとその活動内容について、規

則による法的根拠を与えられており、継続して問題解決を行うための土台が整ってい

る。一方、税務調査、納税者サービス、職員研修などの多くは、計画に基づいて実施さ

れていない。組織面での持続性を達成するためには、計画に基づく活動が文化として定

着し、実施される必要がある。 

（財政面）必要な活動のために十分な予算が獲得されていない。財政面の持続性を確保す

るためには、活動のための予算を十分確保するとともに、納税者セミナーの実施に関し

ては、最小限の経費で開催するよう努力する必要がある。 

（技術面）研修や日々の活動を通じて、税務調査に係る基本的な考え方は提供されており、

手法・技術の移転が確認されつつある。また、GDTはケースブックの作成に積極的に取

り組んでおり、スケジュールに遅れがあるものの、着実に進捗している。 

一方で、GDTには階層や職責に応じた研修計画が存在しておらず、TOTの養成や活動

に限りがある。NTSは、人材育成のために重要な役割を果たすが、人員・予算が不足し

ている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 GDT総局長のリーダーシップの下、「納税者への奉仕」という意識が芽生え始めている。「職

員は納税者の奉仕者であるべき」、「（納税者の管理者から）納税者のためのサービス提供者に

変わっていくべき」をモットーに、職員の意識改革を図っている。また、納税者からの法令解

釈に関して、「一つの声」という考え方が強調されつつあり、組織内で統一された見解がタイ

ムリーに提供できるように職員の能力向上に努めることが明確化された。これらは、過去の納
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税者がGDTに対して持ちがちなネガティブな認識を改善することも期待される。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 GDT側からの要請によりNTSの支援のため短期専門家の派遣の準備を進めていたところ、他

ドナーとの話し合いのなかで、支援が重複しているということが判明した。その情報について

はGDT側からの提供はなく、結局専門家派遣を見送ったというケースがあった。 

 ドナー調整は、GDTのリーダーシップの下で行われるべきであるが、現在はドナー調整のメ

カニズムが存在せず、GDTからの情報提供も不十分である。 

 

３－５ 結 論 

 C/Pは、プロジェクト活動を通じて税務職員として必要なさまざまな知識・ノウハウを習得

し始めており、幾つかの良い結果がみられる。上記を踏まえ、プロジェクトは着実に進捗して

いると、調査団は判断した。 

 

３－６ 提 言 

 プロジェクトの成果・効果を最大化するため、及びプロジェクトの持続性を更に促進させる

ため、以下の提言がされた。また、これらの提言に対する取り組みについては、次回の合同調

整委員会（JCC）で確認を行うことが合意された。 

 

 （1）申告納税制度を優位にするための政策変更 

現在は、推計課税制度が申告納税制度と比較して納税額の点で優位にあるため、納税者

が申告納税制度に移行したがらない現状がある。その現状を変えるためには、政策変更及

び公平・公正な税務行政が必要である。 

・納税者を申告納税制度に移行させるための更なる動機づけの提供 

・公平・公正な税務行政、滞納者に対する厳格な取り組みの促進 

・未申告者、未納者への具体的な取り組みの検討 

・税務職員の規律の強化 

・納税者に対する記帳指導及びそのための職員能力の強化 

 

 （2）職員間での知識共有のための仕組みづくり 

プロジェクト活動（特に研修）から得た知識が個人だけにとどまり、組織に普及してい

ないことが組織的な持続性の阻害要因となっている。 

知識共有の仕組みづくりのため、トップマネジメントが、研修参加予定者それぞれに対

し、下記の点について明確に指示する必要がある。 

・研修参加者それぞれによる研修報告書の提出と職員間での共有 

・研修で学んだことを広めるための職場報告会の開催 

・研修で学んだことの現場での実践 

 

 （3）「計画に基づく活動」の文化的な定着と実践の促進 

組織面での持続性を達成するためには、計画に基づく活動が文化として定着し、実施さ

れる必要がある。納税者サービスに関しては、年間計画だけでなく、PRのためのコンテン

ツをGDTが作成し、それらをGDTから地方税務署に配布するよう提言した。 

 

 （4）納税者セミナーへの必要な予算配分 

財務的な持続性のためには、計画に基づく予算配分が必要である。GDTは予算策定過程
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において必要な予算を要求し、予算獲得のための努力をする必要がある。 

 

 （5）税務調査の実践的な知識・経験の強化 

プロジェクト後半では、より実践的なノウハウを学習していくため、OJDの定期的な開

催を継続していくことが重要である。知識・経験の共有のためには、職員間でのOJTが必

要であり、またTOTも導入されるべきである。 

 

 （6）各ドナーからの支援の主体的な調整及び情報共有 

ドナー協調の点で、GDT側による主体的な調整、更なる情報共有が重要である。 

 

 （7）PDMの改訂とExplanatory Noteの作成 

プロジェクト目標及びアウトプットについて、プロジェクト終了時点でどのような状態

を実現することをめざすのか明確化が必要な箇所がある。それらについて補充及び補足説

明資料（Explanatory Note）を作成した。 

 

３－７ その他 

 （1）カンボジア税務行政におけるIT化の支援について 

今回の現地調査結果を踏まえ、日本に帰国後、 JICAによる IT化支援の実行可能性

（feasibility）を精査のうえ、JICAとしてのIT化支援に対する立場を早急に明確化するとし

た。また、必要があれば、カンボジアに専門家を追加派遣するとした。 

 

 （2）次期要請書の内容の確認について 

GDTから要請のあった以下の点について支援の内容の聞き取りを行った。 

①税務調査、②納税者サービス、③NTSの支援、④IT化分野 

 

 （3）税務行政診断マトリックスの紹介について 

税務行政の診断マトリックスを紹介し、関心があれば自己診断を行うことを勧めた。 

 

 （4）終了時評価について 

終了時評価の時期は、2014年4月～6月を予定している。その際は、本フェーズだけでな

く、過去2フェーズを含めた成果を、診断マトリックスを用いて包括的に評価する。終了

時評価に向けて、ケースブックとFAQを2月までにドラフトし、5月までに完成させる。 

 

 




